
 

〔別紙４〕環境影響評価書の要約 

 

１ 環境影響評価の実施者の名称及び所在地 

名 称 ： 東京都 

代表者 ： 東京都知事 小池 百合子 

所在地 ： 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

 

２ 事業者の名称及び所在地 

名 称 ： 東京都 

代表者 ： 東京都知事 小池 百合子 

所在地 ： 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

 

３ 対象事業の名称及び種類 

  名 称 ： 東京都市計画道路幹線街路環状第４号線 

（港区港南一丁目～同区白金台三丁目間）建設事業 

  種 類 ： 道路の新設 

 

４ 対象事業の内容の概略 

都市計画道路名称 東京都市計画道路幹線街路環状第４号線 

延 長 及 び 区 間 

延長：約2.1km 

起点：東京都港区港南一丁目（補助第146号［都道316号（旧海岸通り）］交差部） 

終点：東京都港区白金台三丁目（放射第３号［都道312号（目黒通り）］交差部） 

通 過 地 域 港区 

車 線 数 本線往復４車線 

道 路 幅 員 
白金台区間：25.0ｍ 

高輪・港南区間：（平面構造）30.0ｍ～33.5ｍ、（橋りょう構造）25.6ｍ～30.0ｍ 

計 画 交 通 量 
計画道路の供用時：28,100～39,500台／日 

道路ネットワークの整備完了時：28,000～39,700台／日 

供 用 開 始 平成44年度（予定） 

工 事 期 間 平成31年度から平成44年度まで（予定） 

 



 

５ 環境に及ぼす影響の評価の結論 

 

対象事業の内容及び地域の概況を考慮し、対象事業の実施が環境に及ぼす影響の予測及び評価

を行いました。 

 

予測･ 

評価項目 
評 価 の 結 論 

大気汚染 

【工事の完了後】 

＜自動車の走行に伴う二酸化窒素及び浮遊粒子状物質（一次生成物質）の大気中に

おける濃度＞ 

計画道路の敷地境界における二酸化窒素の濃度（日平均値の年間98％値）の最大値

は、白金台区間では計画道路の供用時0.041ppm、道路ネットワークの整備完了時

0.041ppm、高輪・港南区間では計画道路の供用時0.042ppm、道路ネットワークの整備

完了時0.042ppmと予測され、評価の指標とした環境基本法（平成５年法律第91号）に

基づく二酸化窒素に係る環境基準（0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下※

1）を満足します。 

計画道路の敷地境界における浮遊粒子状物質の濃度（日平均値の２％除外値）の最

大値は、白金台区間では計画道路の供用時0.051mg/m3、道路ネットワークの整備完了時

0.051mg/m3、高輪・港南区間では計画道路の供用時0.049mg/m3、道路ネットワークの整

備完了時0.049mg/m3と予測され、評価の指標とした環境基本法に基づく大気汚染に係る

環境基準（0.10mg/m3以下）を下回ります。 

 

 

 

※１：日平均値の年間 98％値が 0.06ppm 以下の場合に環境基準が達成されたと評価します。「二酸化窒素に係る環境基準の改定につい
て」（昭和 53 年環大企 262 号） 



 

 
予測･ 

評価項目 
評 価 の 結 論 

騒音・振動 

【工事の施行中】 

＜建設機械の稼働に伴う建設作業の騒音及び振動レベル＞ 

計画道路の敷地境界における建設作業の騒音レベルの最大値は、平面構造75dB、橋

りょう構造79dBと予測され、評価の指標とした都民の健康と安全を確保する環境に関

する条例（平成12年東京都条例第215号）（以下「環境確保条例」といいます。）に基

づく指定建設作業に適用する騒音の勧告基準(80dB）を満足します。 

計画道路の敷地境界における建設作業の振動レベルの最大値は、平面構造69dB、橋

りょう構造69dBと予測され、評価の指標とした環境確保条例に基づく指定建設作業に

適用する振動の勧告基準(70dB）を満足します。 

 

【工事の完了後】 

＜自動車の走行に伴う道路交通の騒音レベル＞ 

計画道路の敷地境界における道路交通の騒音レベルの最大値は、白金台区間では計

画道路の供用時は昼間67dB・夜間62dB、道路ネットワークの整備完了時は昼間69dB・

夜間64dB、高輪・港南区間では計画道路の供用時は昼間68dB・夜間62dB、道路ネット

ワークの整備完了時は昼間70dB・夜間65dBと予測され、評価の指標とした環境基本法

に基づく騒音に係る環境基準(昼間70dB以下・夜間65dB以下）を満足します。 

 

【工事の完了後】 

＜自動車の走行に伴う道路交通の振動レベル＞ 

計画道路の敷地境界における道路交通の振動レベルの最大値は、白金台区間では計

画道路の供用時は昼間50dB・夜間49dB、道路ネットワークの整備完了時は昼間49dB・

夜間48dB、高輪・港南区間では計画道路の供用時は昼間55dB・夜間54dB、道路ネット

ワークの整備完了時は昼間55dB・夜間54dBと予測され、評価の指標とした環境確保条

例に基づく日常生活等に適用する振動の規制基準(昼間60dB以下・夜間55dB以下）を満

足します。 

 

【工事の完了後】 

＜自動車の走行に伴う橋りょう構造からの低周波音圧レベル＞ 

高輪・港南区間の橋りょう構造からの計画道路の敷地境界における低周波音圧レベ

ルは、計画道路の供用時が77dB（L50）・85dB（LG5）、道路ネットワークの整備完了時

が77dB（L50）・85dB（LG5）と予測され、評価の指標とした「大部分の地域住民が日常

生活において支障を感じないとされる程度※2」を満足するものと考えます。 

 

 

 

 

 

※２：低周波音については、評価の指標を「大部分の地域住民が日常生活において支障を感じないとされる程度」とし、「道路環境影
響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（平成 25 年３月 国土交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人土木研究所）に示さ
れている参考指標である「一般環境中に存在する低周波音圧レベル（１～80Hz の 50％時間率音圧レベル：L50＝90dB）」、「ISO-7196
に規定されたＧ特性超低周波音圧レベル(１～20Hz のＧ特性５％時間率音圧レベル：LG5＝100dB）」を参考に評価しました。 



 

 
予測･ 

評価項目 
評 価 の 結 論 

土壌汚染 

【工事の施行中】 

＜工事の施行に伴う汚染土壌の新たな土地への拡散の可能性の有無＞ 

計画道路が土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）に基づく形質変更時要届出区域

を通過するため、同区域において掘削工事を行う場合は、同法第12条に基づく届出を

行う等、適切に対処します。 

その他の区域においては、工事に先立ち同法第４条及び環境確保条例第117条に基づ

く手続・調査を行います。土壌汚染状況調査の結果、汚染土壌の存在が確認された場

合には、同法及び同条例に基づき「汚染拡散防止計画」を作成し、関係機関と調整を

行った上で拡散防止措置を実施します。 

したがって、評価の指標とした「新たな土地に土壌汚染を拡散させないこと」を満

足するものと考えます。 

地形・地質 

【工事の施行中・完了後】 

＜工事の施行及び計画道路の存在による斜面等の安定性の変化の程度＞ 

計画道路は、東京都指定の急傾斜地崩壊危険箇所を通過するため、地質調査等を実

施の上、急傾斜地斜面及び掘削面安定のため、「道路土工－仮設構造物工指針」（平

成27年４月 公益社団法人日本道路協会）に基づく山留工法を採用し、杭の支持層と

しての強度を十分に満たす地層の適切な深さまで打設し、計画地内の急傾斜地を掘削

します。これにより、急傾斜地斜面及び掘削面の変形を抑止します。 

また、工事の施行に当たっては、斜面の安定に配慮し、斜面の状態を監視しながら

工事を実施します。 

工事の完了後には、斜面の道路端にコンクリート製の土留め擁壁が設置されますが、

地質調査等を実施の上、「道路土工－擁壁工指針」（平成28年５月 公益社団法人日

本道路協会）に基づく強固な擁壁等を設置し、計画地内は盛土等により造成します。 

したがって、評価の指標とした「斜面等の安定性が確保されること」を満足するも

のと考えます。 

 



 

 

予測・ 

評価項目 
評 価 の 結 論 

生物・生態系 

【工事の完了後】 

＜計画道路の存在による生物・生態系の変化の内容及びその程度＞ 

（植物） 

予測地域※1の現況は約９割が構造物で占められています。構造物以外の部分も人為

的な影響を大きく受けている植栽樹群（公園内やビル脇の植え込み等）が大半を占め

ており、樹林の分布は、ごく僅かです。 

計画道路により改変される範囲は、ほとんどが構造物及び人為的な影響を大きく受

けている植栽樹群で、樹林は一部です。 

また、改変により全てが消失する生育基盤（植物群落）はありません。したがって、

植物相及び植物群落の多様性への影響は小さいものと予測します。 

注目される植物については、キンランを確認していますが、計画道路により改変さ

れる個体はなく、生育環境の変化も小さいと考えられることから、本種への影響は小

さいものと予測します。 

 

（動物） 

動物については、樹林及びその周囲の市街地、公園などで多く確認されました。鳥

類については、運河で水鳥が確認されたほか、市街地上空の飛翔も見られました。 

予測地域※1において、計画道路により改変される樹林はごく一部であり、改変され

る範囲のほとんどは構造物及び人為的な影響を大きく受けている植栽樹群です。 

また、改変により全てが消失する生息基盤（植物群落）はありません。 

したがって、動物相及び動物群集の多様性、注目される動物への影響は小さいもの

と予測します。 

 

（緑の量） 

予測地域※1における緑地面積は、整備する植樹帯（高木・中木・低木）を含め、4.42ha

となり、現況5.19haと比較して0.77ha減少しますが、改変比率は1.7％と僅かであるこ

とから、緑の量への影響は小さいものと予測します。 

 

（生態系） 

孤立樹林地の面積は、予測地域※1において3.31haとなり、現況3.51haと比較して

0.20ha減少しますが、改変比率は0.2％と僅かです。 

植栽樹等の面積については、予測地域において、整備する植樹帯（高木・中木・低

木）を含め13.66haとなり、現況14.22haと比較して0.56ha減少しますが、改変比率は

0.4％と僅かです。 

また、白金台区間では車道の両側に植樹帯（中木・低木）又は植樹ます（中木）を

設け、高輪・港南区間の平面構造では可能な限り車道の両側に植樹帯（高木・中木・

低木）又は植樹ます（中木）を設け、周辺の緑との連続性確保に努めます。 

開放水面は、計画道路から離れており、改変されません。 

したがって、都市域生態系※2への影響は小さいものと予測します。 

 

以上のことから、評価の指標とした「生物・生態系に著しい影響を及ぼさないこと」

を満足するものと考えます。 

 

 

 

 

 

 

※１：植物、緑の量の予測地域は、計画道路の中心から片側約 100ｍまでの範囲、動物、生態系は片側約 250ｍまでの範囲です。 
※２：都市域生態系とは、市街地等の都市域において、公園、緑地、河川等の基盤環境と、そこに生息（育）する植物及び動物とが 

相互に関わり合っている生態系をいいます。 



 

 
予測･ 

評価項目 
評 価 の 結 論 

日影 

【工事の完了後】 

＜橋りょう構造及びその取付部の存在による日影の状況の変化の程度＞ 

橋りょう構造及びその取付部周辺北側の冬至日における日影は、最大約25ｍの範囲で

４時間又は５時間以上生じると予測します。 

これらの地域の一部は、第一種中高層住居専用地域、第二種住居地域に指定されてい

るため、「公共施設の設置に起因する日陰により生ずる損害等に係る費用負担につい

て」（昭和51年２月23日付建設事務次官通知）に基づき事業実施段階において必要に応

じて適切に対処することから、評価の指標を満足するものと考えます。 

電波障害 

【工事の完了後】 

＜橋りょう構造の存在による遮蔽障害及び反射障害＞ 

遮蔽障害の予測の結果、橋りょう構造の南側に最大約100ｍの範囲で地上デジタル放

送の遮蔽障害、また、北側に最大約20ｍの範囲で衛星放送の遮蔽障害が発生すると予測

します。 

一方、反射障害の予測の結果、画像障害を及ぼすまでには至りませんでした。 

橋りょう構造及びその周辺で電波障害が発生した場合は、「公共施設の設置に起因す

るテレビジョン電波受信障害により生ずる損害等に係る費用負担について」（昭和54

年10月12日付建設事務次官通知）に基づき、適切に対処します。 

したがって、評価の指標とした「橋りょう構造によりテレビ電波の受信障害を起こさ

ないこと」を満足するものと考えます。 

景観 

【工事の完了後】 

＜計画道路の存在による主要な景観構成要素の改変の程度及びその改変による地域

景観の特性の変化の程度＞ 

白金台区間では、事業の実施に伴い、低層住宅の一部が改変され、平面構造の計画道

路が出現しますが、車道の両側に植樹帯（中木・低木）又は植樹ます（中木）を設け、

「港区景観計画」（平成27年12月 港区）に基づくプラチナ通り周辺景観形成特別地区

では、プラチナ通り（外苑西通り）の街路樹との連続性を確保します。 

高輪・港南区間では、事業の実施に伴い、集合住宅や事務所建築物、鉄道施設、区道

等の一部が改変され、平面構造及び橋りょう構造の計画道路が出現しますが、「港区景

観計画」に基づく品川駅・新駅周辺景観形成特別地区であることを考慮し、平面構造で

は車道の両側に可能な限り植樹帯（高木・中木・低木）又は植樹ます（中木）を設ける

とともに、橋りょう構造では色彩等を工夫するなど、東京の南側の玄関口として、風格

とにぎわいのある魅力的な街並みを形成します。 

 

【工事の完了後】 

＜計画道路の存在による代表的な眺望地点からの眺望の変化の程度＞ 

白金台区間では、平面構造の計画道路が出現することにより、市街地や公園の一部が

改変され、眺望の変化が生じますが、車道の両側に植樹ます（中木）を設けることや、

電線類の地中化により、周辺の緑との連続性や快適な道路空間を確保します。 

高輪・港南区間では、平面構造及び橋りょう構造の計画道路が出現することにより、

市街地や駐車場の一部が改変され、眺望の変化が生じますが、平面構造では車道の両側

に可能な限り植樹帯（高木・中木・低木）又は植樹ます（中木）を設けることや、電線

類の地中化により、周辺の緑との連続性や快適な道路空間を確保します。また、橋りょ

う構造の色彩等を工夫することにより、品川駅・新駅周辺の魅力的な街並みを形成しま

す。 

 

以上のことから、評価の指標とした「公共事業景観形成指針（公共事業の景観づくり

指針）」（平成19年４月 東京都都市整備局）に基づく「景観の連続性に配慮しながら、

快適性や個性（地域の特性）の創出に工夫すること」を満足するものと考えます。 



 

 

予測･ 

評価項目 
評 価 の 結 論 

史跡・文化財 

【工事の施行中】 

＜工事の施行に伴う埋蔵文化財包蔵地の改変の程度＞ 

計画道路は、周知の埋蔵文化財包蔵地である「信濃飯山藩本多家屋敷跡遺跡」の一

部を通過しますが、文化財保護法（昭和25年法律第214号）に基づき、適切な措置を講

じます。 

また、工事の施行中に未周知の埋蔵文化財を発見した場合にも同様に、同法律に基

づき適切な措置を講じます。 

したがって、評価の指標とした「文化財保護法等に定める規定を遵守すること」を

満足するものと考えます。 

廃棄物 

【工事の施行中】 

＜工事の施行に伴う建設廃棄物及び建設発生土の排出量、再資源化量、再利用量及

び処理・処分方法＞ 

計画道路の工事の施行に伴い発生するアスファルト・コンクリート塊、コンクリー

ト塊及び建設泥土は、白金台区間の平面構造約380m3、高輪・港南区間の平面構造約

870m3、高輪・港南区間の橋りょう構造約1,680m3、合計約2,930m3と予測されますが、

再資源化率等を100％と予測することから、「東京都建設リサイクル推進計画」（平成

28年４月 東京都）の目標値（再資源化率99％以上、再資源化等率98％）を上回りま

す。 

計画道路の工事の施行に伴い発生する建設発生土は、白金台区間の平面構造約

11,500m3、高輪・港南区間の平面構造約9,700m3、高輪・港南区間の橋りょう構造約

34,500m3、合計約55,700m3と予測されますが、再利用率を100％と予測することから、

「東京都建設リサイクル推進計画」の目標値を参考に設定した再利用率99％を上回り

ます。 

なお、計画・設計段階における発生抑制計画の検討を行う等、廃棄物及び建設発生

土の発生抑制に努めるとともに、工事の施行に伴い発生する廃棄物等は、再資源化・

再利用することから、評価の指標に示される事業者の責務（再資源化・再利用の推進

等による廃棄物の減量）に合致します。 

また、再資源化が困難な廃棄物が発生した場合は、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和45年法律第137号）及び東京都廃棄物条例（平成４年東京都条例第140号）

に示される適正処理の方針に基づき、適正処理を行い、工事施行時に特別管理廃棄物

が確認された場合は、同法律及び同条例に基づき適切に対処します。 

再利用が困難な建設発生土が発生した場合は、受入先の受入基準を確認し、発生土

処分場に搬出します。 

以上のことから、評価の指標とした「アスファルト・コンクリート塊、コンクリー

ト塊については、『東京都建設リサイクル推進計画』の目標値（再資源化率99％以上）

を上回ること」、「建設泥土については、『東京都建設リサイクル推進計画』の目標

値（再資源化等率98％）を上回ること」、「建設発生土については、『東京都建設リ

サイクル推進計画』の目標値を参考に設定した再利用率99％を上回ること」及び「循

環型社会形成推進基本法（平成12年法律第110号）等に定める事業者の責務に示される

再資源化・再利用の推進等による廃棄物の減量の方針と合致すること」を満足するも

のと考えます。 

 



 

６ 環境影響評価手続の経過 

 

手続の経過 

特例環境配慮書 

提出 平成29年２月17日 

公示 平成29年３月13日 

縦覧 平成29年３月13日～４月11日（30日） 

説明会 平成29年３月26日～３月28日（計４回） 

都民からの意見書 14件 

計画段階関係区長から

の意見 
２件（港区長、品川区長） 

特例環境配慮書に

係る見解書 

提出 平成29年９月19日 

公示 平成29年10月６日 

縦覧 平成29年10月６日～10月25日（20日） 

都民の意見を聴く会 

平成29年12月８日（中止） 

都民からの公述の申出がなかったため開催されません

でした。 

特例環境配慮書審査意見書が送付された日 平成30年２月２日 

環境影響評価書案作成免除等通知書が送付

された日 
平成30年２月15日 

対象計画策定に係る書面提出書 平成30年３月29日 

 


